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講義の構成講義の構成

第１章 地球温暖化のメカニズム
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第５章 日本の取り組み
第６章 今夏の節電対策第６章 今夏の節電対策
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「温室効果」と「地球温暖化」「温室効果」と「地球温暖化」

33
出所： JCCCA 全国地球温暖化防止活動推進センター
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「「炭素循環炭素循環」」

出所：気象庁

44
第１章第１章 地球温暖化のメカニズム地球温暖化のメカニズム

IEEJ：2016年9月掲載 禁無断転載



世界の温室効果ガス排出量の世界の温室効果ガス排出量の
ガス別割合（ガス別割合（ 年）年）ガス別割合（ガス別割合（20102010年）年）

（出所）（出所）20102010年の二酸化炭素換年の二酸化炭素換
算量での数値：算量での数値： IPCCIPCC第第55次評価次評価

石炭の燃焼反応：Ｃ石炭の燃焼反応：Ｃ ＋Ｏ＋Ｏ2 2 ＝ＣＯ＝ＣＯ2 2 ＋＋ 93.193.1（（Kcal/molKcal/mol））

報告書より気象庁作成報告書より気象庁作成
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温室効果ガス排出量の中でも、二酸化炭素（温室効果ガス排出量の中でも、二酸化炭素（CO2CO2）の割合が大きい。中でも、燃料の燃焼から生）の割合が大きい。中でも、燃料の燃焼から生
じるじるCO2CO2（通称：エネルギー起源（通称：エネルギー起源CO2CO2）が大きな割合を占める。）が大きな割合を占める。
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主要国の温室効果ガスの種類別割合主要国の温室効果ガスの種類別割合

インドネシア

中国

インド

CO2

ロシア

付属書I国
CH4

N2O

代替フロン

オーストラリア

米国
代替フ ン

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本

ニュージーランド

それぞれの国情によって排出されるガス種の割合は異なる

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出所：UNFCCCデータより筆者作成
※中国は2005年、インド・インドネシアは2000年、その他は2012年のデータ

それぞれの国情によって排出されるガス種の割合は異なる。
日本はエネルギー起源CO2排出量が9割弱を占めることが特徴。
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世界の二酸化炭素排出量の世界の二酸化炭素排出量の

国別割合（国別割合（20132013年年））

エネルギー起源CO2の国別排出量では 中国 米国 インド ロシアの4カ国で

出所：出所：International International Energy AgencyEnergy Agencyより作成より作成

エネルギ 起源CO2の国別排出量では、中国、米国、インド、ロシアの4カ国で
約5割を占める。
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人為的二酸化炭素排出量の推移人為的二酸化炭素排出量の推移人為的 酸化炭素排出 推移人為的 酸化炭素排出 推移
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過去過去4040万年前の濃度推移と比べても、産業革命以降の濃度上昇は急激。万年前の濃度推移と比べても、産業革命以降の濃度上昇は急激。

出所：出所：Oak Oak Ridge National Laboratory Ridge National Laboratory データよりエネ研作成データよりエネ研作成
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世界の平均地表面気温の推移世界の平均地表面気温の推移
世界世界 日本日本世界世界 日本日本

20142014年の世界の年平均気温（陸域における地表付近の気温と海面水温の平均）の年の世界の年平均気温（陸域における地表付近の気温と海面水温の平均）の19811981〜〜20102010年平均基準における年平均基準における
偏差は偏差は+0 27℃+0 27℃（（2020世紀平均基準における偏差は世紀平均基準における偏差は+0 63℃+0 63℃）で、）で、18911891年の統計開始以降、最も高い値となった。年の統計開始以降、最も高い値となった。

出所：気象庁出所：気象庁

99

偏差は偏差は+0.27℃+0.27℃（（2020世紀平均基準における偏差は世紀平均基準における偏差は+0.63℃+0.63℃）で、）で、18911891年の統計開始以降、最も高い値となった。年の統計開始以降、最も高い値となった。
世界の年平均気温は、長期的には世界の年平均気温は、長期的には100100年あたり約年あたり約0.70℃0.70℃の割合で上昇しており、特にの割合で上昇しており、特に19901990年代半ば以降、高温とな年代半ば以降、高温とな

る年が多かった。る年が多かった。
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IPCC IPCC ：：Intergovernmental Panel on Climate ChangeIntergovernmental Panel on Climate Change

((日本語名：気候変動に関する政府間パネル）日本語名：気候変動に関する政府間パネル）

1010
出所出所：：気象庁気象庁第１章第１章 地球温暖化のメカニズム地球温暖化のメカニズム
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IPCCIPCCにおける表現の変化における表現の変化
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IPCCIPCCののRCPRCPシナリオシナリオ

• 代表濃度経路シナリオ（Representative 
Concentration Pathways）

• IPCC は今回の報告書から「RCPシナリ
オ」に基づいて気候の予測や影響評価
等を行っている。

第4次報告書では 社会的 経済的な将• 第4次報告書では、社会的・経済的な将
来像による排出シナリオから将来の気
候を予測していた「SRESシナリオ」に対
して、今回の第5次報告書では、代表濃して、今回の第 次報告書では、代表濃
度経路を複数用意し、それぞれの将来
の気候を予測するとともに、その濃度
経路実現する多様な社会経済シナリオ
を策定できる「RCPシナリオ」を用いてを策定できる「RCPシナリオ」を用いて
います。

• これにより、例えば「気温上昇を○℃に
抑えるためには」と言った目標主導型抑えるためには」と言った目標主導型
の社会経済シナリオを複数作成して検
討することが可能とした。

1212
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COCO22濃度の予測濃度の予測

出所出所：：IPCCIPCC第第55次評価報告書次評価報告書

「高位参照シナリオ」（「高位参照シナリオ」（RCP8.5RCP8.5））:2100 :2100 年以降も放射強制力（年以降も放射強制力（≒≒温暖化の強さ）の上昇が継続温暖化の強さ）の上昇が継続
「高位安定化シナリオ」（「高位安定化シナリオ」（RCP6.0RCP6.0）：）：2100 2100 年以降に安定化年以降に安定化

1313
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「中位安定化シナリオ」（「中位安定化シナリオ」（RCP4.5RCP4.5）：）：21002100年以前に安定化年以前に安定化
「低位安定化シナリオ」（「低位安定化シナリオ」（RCP2.6RCP2.6）：）：2100 2100 年までにピークを迎えその後減少年までにピークを迎えその後減少
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気温の予測気温の予測
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 温暖化すると水蒸気の量が増加

 陸地で蒸発する場所では、これまで
より水分が激しく失われる（干ばつ）より水分が激しく失われる（干ばつ）

 暖かい海で蒸発した大量の水蒸気 暖かい海で蒸発した大量の水蒸気
は、大気の運動を加速するエネル
ギー源になるので、強烈な暴風雨も
生 出す 大雨が降り 洪水や土生み出す。大雨が降り、洪水や土
砂くずれなどの災害を誘因。

 大量の水分は暖かい場所では大雨
に、0℃以下の所では大雪に。

1515
画像出所：画像出所：NHKNHK
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異常気象は政治にも影響異常気象は政治にも影響異常気象 政治 影響異常気象 政治 影響

領 CC 賞2007年、元米国副大統領アル・ゴアとIPCCに対してノーベル平和賞が授与された。

ノーベル賞委員会この際に、「広範な気候変動は、多くの人類の生活状態を変更さ
せ、脅かす恐れがある。大規模な人口移動を引き起こし、地球資源をめぐる競争を激
化させる恐れもある こうした変化は 世界でも特に弱い立場にある国々に より大化させる恐れもある。こうした変化は、世界でも特に弱い立場にある国々に、より大
きな負担を強いることになる。国内部あるいは国同士の、激しい対立や戦争の危険も
拡大する」、「人為的な気候変動についてより多くの知見を集積･分析するための努
力と、そうした人為的な気候変動を是正するための措置の基礎を構築するための努力
に としたに」とした。
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温暖化の日本への影響温暖化の日本への影響
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IPCCIPCC RCP8.5RCP8.5シナリオの場合の影響シナリオの場合の影響

1818

環境省 環境研究総合推進費 S-8 2014年報告書
地球温暖化「日本への影響」－新たなシナリオに基づく総合的影響予測と適応策－
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厳しい目標厳しい目標

「2℃シナリオ」を実現する可能性「2℃シナリオ」を実現する可能性
が高い緩和シナリオは、2100年に
大気中のCO2換算濃度を約450 
ppmとしている。

のシナリオ は 年には世このシナリオでは、2050年には世
界全体で2010年と比べて40～70％
（30～60％の削減） の温室効果ガ
ス排出量とし、2100年にはゼロまス排出量とし、2100年にはゼロま
たはマイナスにする必要がある。
電力に占める低炭素エネルギー
を2010年比で2050年に8～9割まで
増加させるとともに 2100年までに増加させるとともに、2100年までに
CCSなしの火力発電をほぼ完全に
廃止する必要がある。ただし原子
力には別のリスクが伴い、CCSは力には別のリスクが伴い、CCSは
現実には商用化されたものではな
く、一層の技術開発が求められて
いる。

1919
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国際連合気候変動枠組条約国際連合気候変動枠組条約
第第2121回締約国会議回締約国会議COP21(2015COP21(2015年末年末))の成果の成果第第2121回締約国会議回締約国会議COP21(2015COP21(2015年末年末))の成果の成果

－新しい取り組みの始まり－－新しい取り組みの始まり－

パリ協定の策定（P i A t）パリ協定の策定（Paris Agreement）
異なる国情を考慮しつつ、すべての締約国に適用したことが大きな成果

目的：産業革命前からの気温上昇を2.0℃未満に抑制。1.5℃未満に収まるように
努力。

この目標に向けて今世紀後半には実質的なCO2等排出をゼロとすることを目この目標に向けて今世紀後半には実質的なCO2等排出をゼ とすることを目
指す。

削減対策：各国にGHGs削減目標、目標達成にむけた国内対策の実施の報告義務。
5年毎の目標値見直し、先進国は総量ベースの目標を設定し、途上国には同
様な目標の設定を推奨

途上国支援：先進国への努力義務。先進国以外の国にも自発的な拠出を要請。
適応対策：世界全体の目標を新たに設定
森林の保全と促進
市場メカニズムの活用
発効要件：世界排出量の55％以上、55カ国以上の批准

2020
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伊勢志摩サミット伊勢志摩サミット 首脳宣言（抜粋）首脳宣言（抜粋）伊勢志摩伊勢志摩 首脳 言（抜粋）首脳 言（抜粋）
• G7は、引き続き指導的な役割を担い、可能な限り早期の協定の批准、受諾又は承

認を得るよう必要な措置をとることにコミットするとともに、2016 年中の発効認を得るよう必要な措置をとることにコミットするとともに、2016 年中の発効
との目標に取り組みつつ，全ての締約国に対し、同様の対応を求める。

• 我々はまた、世界の平均気温の上昇を、工業化以前の水準と比較して摂氏2 度を
十分に下回るものに抑えること 気温の上昇を 工業化以前の水準と比較して摂十分に下回るものに抑えること、気温の上昇を、工業化以前の水準と比較して摂
氏1.5 度までに制限するための取組を追求すること並びに今世紀後半に温室効果
ガスについて発生源による人為的な排出と吸収源による除去との均衡を達成する
ことの重要性に留意しつつ、2020 年の期限に十分に先立って今世紀半ばの温室ことの重要性に留意しつつ、2020 年の期限に十分に先立って今世紀半ばの温室
効果ガス低排出型発展のための長期戦略を策定し、通報することにコミットする。
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主要国の主要国のNDCNDC（目標値）（目標値）

出所：
栁澤 明・松尾 雄司（日本エネルギー経済研究所）、アジア/世界エネルギーアウトルック 2015—新情勢下の原油価格、気候変動対策をどう考えるか?—（2015年
10月21日）10月21日）

2222
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地球温暖化問題の不確実性地球温暖化問題の不確実性

温室効果ガス排出量、温室効果ガス大気濃度
自然の炭素サイクルの中で、どれぐらいの炭素が吸収されているのか？
その結果としての濃度水準はどれくらいになるのか？

気温上昇変化
海洋や陸はどれぐらいの熱を吸収できるのか？
その結果としてどれぐらいの温度上昇となりそうか？その結果としてどれぐらいの温度上昇となりそうか？

温暖化による影響
海面上昇の幅、異常気象の頻度などの温暖化が気候システムに与える影響海 昇 異 気象 頻度 暖 気候 影
は？
その他の予想出来ない変化は？

地球温暖化の原因と影響の科学的な解明は発展段階である

何年先までに何度の気温上昇までにとどめれば悪影響がでないのか？
仮に「100年後に摂氏2℃の上昇に抑制」としたとしても、いつまでにどれく
らいの排出量を抑制すれば良いのか？

2323

らいの排出量を抑制すれば良いのか？

未だ解明されていない事象が多い・・・
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厳しい想定削減量厳しい想定削減量

「2℃シナリオ」を実現する可能性「2℃シナリオ」を実現する可能性
が高い緩和シナリオは、2100年に
大気中のCO2換算濃度を約450 
ppmとしている。

のシナリオ は 年には世このシナリオでは、2050年には世
界全体で2010年と比べて温室効果
ガスを40～70％削減、2100年には
排出量をゼロまたはマイナスにす排出量をゼロまたはマイナスにす
る必要がある。
電力に占める低炭素エネルギー
を2010年比で2050年に8～9割まで
増加させるとともに 2100年までに増加させるとともに、2100年までに
CCSなしの火力発電をほぼ完全に
廃止する必要がある。ただし原子
力には別のリスクが伴い、CCSは力には別のリスクが伴い、CCSは
現実には商用化されたものではな
く、一層の技術開発が求められて
いる。

2424出所：地球温暖化対策推進センター
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超長期のエネルギー消費とGNPの推移
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2525
出所：日本エネルギー経済研究所、出所：日本エネルギー経済研究所、20142014年版年版EDMCEDMC・エネルギー・経済統計要覧・エネルギー・経済統計要覧
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地球温暖化問題の特性地球温暖化問題の特性

地域環境（公害）問題 地球環境問題地域環境（公害）問題 地球環境問題

特定された汚染源 人類の経済・社会活動が関与原因

影響範囲は限定的 影響範囲が広大・地球大影響範囲

被害状況が認識
将来に向け少しづつ顕在化
（因果関係の解明が難しい）

被害認識

短期間の対応で効果
長期に及ぶ影響

継続的な対応が必要
対応期間

一地域（国）で対応可
広域・世界規模での

コンセンサスと対応が必要
対応主体

2626
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エネルギー起源エネルギー起源CO2CO2排出の要因分析排出の要因分析

原単位 活動量CO2排出量 ＝ ×

CO2排出量 エネルギー消費 GDP

【炭素集約度】 【省エネ率】 【経済成長】 【人口成長】

CO2排出量

エネルギー消費

CO2排出量＝ ×
エネルギ 消費

GDP

×
GDP

人口
× 人口

世界の温室効果ガスの約6割（日本は8割）がエネルギー起因の排出であることから、地
球温暖化問題はエネルギー問題と言い換えられる球温暖化問題はエネルギー問題と言い換えられる。

エネルギー消費は経済成長とほぼ同じ動きをしており、経済成長や人口成長と密接に関
連している。

したがって、CO2排出量を減少させることを第一目標とすれば、活動量の減少という手段したがって、CO2排出量を減少させることを第 目標とすれば、活動量の減少という手段
は有効であると言える。

しかしながら、私たちは経済成長を妨げることを望まない。
そこで、原単位の低下（エネルギーの低炭素化・省エネ率向上）の達成を目指すこととなる。

2727
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エネルギー起源エネルギー起源CO2CO2削減方法削減方法
国内での対策国内での対策国内での対策国内での対策

①省エネルギー
器機効率 向上（ト プ ナ 制度）・器機効率の向上（トップランナー制度）

・生産工程の効率化 （省エネルギー法に基づくエネルギー管理、経団連自主行動計画）

・モーダルシフトやエネルギー節約マインド等の消費者省エネ行動（節電GO.JP）

ネルギ ス 低減・エネルギーロスの低減

（発電効率の向上、発電送電損失の低減、コージェネレーションの推進）

②CO2排出量の少ないエネルギーの利用2
・原子力発電、太陽光発電・風力発電（FIT制度）

③炭素固定化
・森林吸収森林吸収

・炭素固定化技術（CCS）

④省CO2型社会経済システム・インフラの形成
鉄道新線整備や高度道路交通システムの推進・鉄道新線整備や高度道路交通システムの推進

・住宅・建築物の性能の向上

2828
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①①省エネルギーによる省エネルギーによるCO2CO2排出量の削減排出量の削減
具体例 機器の効率向上（自動車の燃費改善）具体例 機器の効率向上（自動車の燃費改善）具体例：機器の効率向上（自動車の燃費改善）具体例：機器の効率向上（自動車の燃費改善）

0.08560,000
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10,000

20,000
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,
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2929出所：日本エネルギー経済研究所、「エネルギー統計要覧2014」
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①①省エネルギーによる省エネルギーによるCO2CO2排出量の削減排出量の削減
具体例：省エネ意識の向上具体例：省エネ意識の向上

3030出所：省エネルギーセンター、「家庭の省エネ大辞典」
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今日からすぐにできる編今日からすぐにできる編今日 す き 編今日 す き 編
－エアコンの省エネ－－エアコンの省エネ－

計算条件 省エネルギー量（年間） 原油換算（L） CO2（kg） 料金（円/年間）

電気（kWh）

外気温度31℃の時 エア

夏の冷房時の室温は
28℃を目安に

外気温度31℃の時、エア
コン(2.2kw)の冷房設定温
度を27℃から28℃にした
場合。(使用時間：9時間/
日)

年間で電気30.24kwhの
省エネ

7.62L 13.7kg 約670円の節約

冷房は必要な時だけ
つける。
冷房を1日1時間短縮
した場合。

設定温度：28℃
年間で電気18.78kwhの
省エネ

4.73L 8.5kg 約410円の節約

暖房は必要な時だけ
つける。
暖房を1日1時間短縮
した場合。

設定温度：20℃
年間で電気40.73kwhの
省エネ

10.26L 18.5kg 約900円の節約

フ ルタ が目詰まりして
フィルターを月に1回か
2回清掃。

フィルターが目詰まりして
いるエアコン(2.2kW)とフィ
ルターを清掃した場合の
比較

年間で電気31.95kwhの
省エネ

8.05L 14.5kg 約700円の節約

3131

出所：省エネルギーセンター、「家庭の省エネ大辞典」
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• 結局は廃棄することになる包装材を製造するためにもエネルギーは使われて
いる。

• ばら売りや量り売りでの購入や、マイバックの持参などで、それを削減すること
が可能が可能。

3333
出所：出所：省エネルギーセンター、「上手にいただきます」省エネルギーセンター、「上手にいただきます」第４章第４章 地球温暖化の基本対策地球温暖化の基本対策
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②②COCO22の排の排出量の少ないエネルギーの利用出量の少ないエネルギーの利用
具体例：各種電源別具体例：各種電源別COCO 排出量の比較排出量の比較具体例：各種電源別具体例：各種電源別COCO22排出量の比較排出量の比較

3434
出所：（一財）電力中央研究所「日本の発電技術のライフサイクルCO2排出量評価（2010.7）

電気事業連合会、原子力図面集2014
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２．発電のベストミックス

各種電源の特徴各種電源の特徴

3535

出所：出所：呂正（日本エネルギー経済研究所）、日本及び世界エネルギー発呂正（日本エネルギー経済研究所）、日本及び世界エネルギー発
展に対する東日本大震災と原発事故の影響、展に対する東日本大震災と原発事故の影響、20112011年年1212月月
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再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく
賦課金総額と 家庭当たり負担額賦課金総額と 家庭当たり負担額賦課金総額と一家庭当たり負担額賦課金総額と一家庭当たり負担額

3636
出所：資源エネルギー庁、日本のエネルギー2014
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原発停止による経済への影響原発停止による経済への影響

3737
出所：資源エネルギー庁、「エネルギー政策における 原子力発電について」、2015年7月
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原発停止による経済への影響原発停止による経済への影響

3838
出所：資源エネルギー庁、「エネルギー政策における 原子力発電について」、2015年7月
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日本目標に向けた取り組み日本目標に向けた取り組み
日本の約束草案及びパリ協定を踏まえ 2030年 26%（2013年比）日本の約束草案及びパリ協定を踏まえ、2030年-26%（2013年比）
に向けて実行すべき対策を定めた「地球温暖化対策計画」を2016年5月
13日に閣議決定

環境 経済 社会の統合的向上環境・経済・社会の統合的向上
約束草案に掲げられた対策の着実な実行
パリ協定への対応（途上国支援を含む）
研究開発の強化と優れた低炭素技術の普及による世界の温室効果ガス削減への貢献研究開発の強化と優れた低炭素技術の普及による世界の温室効果ガス削減への貢献
すべての主体の参加・連携の促進とそのための透明性の確保、情報の共有

石油危機時並みの省エネルギーの達成がカギ
非エネル 他5ガス

（ 酸化炭素換算 万トン）
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出所：地球温暖化対策計画より筆者作成
第４章第４章 地球温暖化の基本対策地球温暖化の基本対策 3939
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部門別エネルギー効率部門別エネルギー効率(1965(1965--2012)2012)
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出所：日本エネルギー経済研究所
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家庭部門のエネルギー源の内訳家庭部門のエネルギー源の内訳家庭部門の ネ ギ 源の内訳家庭部門の ネ ギ 源の内訳

出所：資源エネルギー庁、エネルギー白書2015

• 1965年～2013年まで約2倍以上に増加。
• 1965年は石炭の割合が35%であったが、1970年代に灯油、1980年代以降に

は電気に代替されていく。は電気に代替されていく。
• このため、電気使用量の伸びが最も大きい。
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夏期最大ピ ク日の需要カ ブ推計（全体）夏期最大ピ ク日の需要カ ブ推計（全体）

なぜ節電が必要なのか？なぜ節電が必要なのか？

7000
家庭 大口業務

小口業務 大口産業
１４時時点：約6 000万kW

夏期最大ピーク日の需要カーブ推計（全体）夏期最大ピーク日の需要カーブ推計（全体）

5000

6000 小口産業
１４時時点：約6,000万kW

小口産業

4000

5000

万
ｋ
W

）

産業用：1,700万kW
大口産業

小 産業

3000

（

業務用：2,500万kW 大口業務

小口業務

1000

2000

,

家庭

大口業務

0

1000

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

家庭用：1,800万kW 家庭

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

42

注１：送電ロス分約10％を含む
注２：ここで「１４時」とは、１４～１５時の平均値を指す。以下同じ。

出所：資源エネルギー庁「夏期最大電力使用日の需要構造推計（東京電力管内）」（平成23年5月）第５章第５章 今夏の節電対策今夏の節電対策
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待機電力【１世帯あたりの時間帯別電力需要（機器別）】

家庭の電力需要家庭の電力需要

14時

エアコンテレビ 5%

照明, 5%

パソコン,
0.3%

温水便座,
0.8%

待機電力,
4%

その他,
10%

【 世帯あたりの時間帯別電力需要（機器別）】
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【推計の前提】 ※上記は送電ロスを除いた値
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冷蔵庫

エアコン

【推計 前提】

1. 東電管内の世帯数：1,900万世帯

2. 個人在宅率：社会人は平日、学生は休日（夏休み）として算出

3. 世帯当たりの電力需要：843W（14時）、1,158W（20時）

4. 主な家電機器の想定（定格消費電力の世帯平均）

エアコン：831W/台（世帯当たり2.6台）

照明：543W/世帯

冷蔵庫：268W/台（世帯当たり1.2台）

テレビ：141W/台（世帯当たり2.4台）

75%

33%
40%

60%

80%

100% 【個人在宅率の推移（推計）】

※上記は定格消費電力であり、実際の電力消費量は気温変

動等に伴う負荷率により変動する。
0%

20%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

出所：資源エネルギー庁「夏期最大電力使用日の需要構造推計（東京電力管内）」（平成23年5月）43第５章第５章 今夏の節電対策今夏の節電対策
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節電目標の決定節電目標の決定節電目標 決定節電目標 決定
総合資源エネルギー調査会 総合部会
電力需給検証小委員会

電力需給に関する検討会合

役割：電力需給対策の基礎となる電力需給の見通し等に
ついて、公平性・透明性を確保しつつ検証を実施。節電目
標案の策定
委員会構成：学識者、実務家、消費者代表等。

役割：電力供給不足につ いて、政府としての対応を総合
的かつ強力に推進。節電目標の決定。

会合構成：内閣総理大臣を除く全ての国務大臣。（内閣官
房長官を座長、経済産業大臣を座長代行）

【【需給ギャップの想定需給ギャップの想定】】

供給可能な電量と最大電力需要量のギャップを様々な供給可能な電量と最大電力需要量のギャップを様々な
観点から判断する観点から判断する観点から判断する。観点から判断する。

供給量－最大電力需要量＝余剰電力（供給量－最大電力需要量＝余剰電力（kWhkWh））
余剰電力／最大電力需要量余剰電力／最大電力需要量==予備率（予備率（%%））余剰電力／最大電力需要量余剰電力／最大電力需要量==予備率（予備率（%%））

【【予備率予備率】】

通常 瞬間的な電力の需要変動に対応するためには通常 瞬間的な電力の需要変動に対応するためには通常、瞬間的な電力の需要変動に対応するためには、通常、瞬間的な電力の需要変動に対応するためには、
最低でも最低でも33％の予備率を確保することが必要。更に、①ト％の予備率を確保することが必要。更に、①ト

ラブル等による計画外の電源脱落、②気温上昇によるラブル等による計画外の電源脱落、②気温上昇による
需要増を考えた場合には、追加的に需要増を考えた場合には、追加的に55％前後の予備率％前後の予備率需要増を考えた場合には、追加的に需要増を考えた場合には、追加的に 前後の予備率前後の予備率
が必要。これらを勘案し、が必要。これらを勘案し、77～～88％の供給予備率が確保さ％の供給予備率が確保さ
れていることが望ましいれていることが望ましい。。
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需要想定需要想定需要想定需要想定

出所：資源エネルギー庁、電力需給検証小委員会報告書、平成28年4月
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供給想定供給想定供給想定供給想定

出所：資源エネルギー庁、電力需給検証小委員会報告書、平成28年4月
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２０１６年度夏季の電力需給見通し２０１６年度夏季の電力需給見通し

出所：資源エネルギー庁、電力需給検証小委員会報告書、平成28年4月
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家庭の節電対策メニュー（抜粋）家庭の節電対策メニュー（抜粋）
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でんでんきき予報予報（東京電力）（東京電力）

出所 http://www.tepco.co.jp/forecast/index‐j.html
5050
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資源エネルギー庁による節電関連情報資源エネルギー庁による節電関連情報資源エネルギ 庁による節電関連情報資源エネルギ 庁による節電関連情報

Webサイトでの情報紹介

政府の節電ポータルサイト「節電.go.jp」

http://setsuden.go.jp/

経済産業省ホームページ

http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html

「需給ひっ迫 お知らせサービス」

万一、電力需給のひっ迫が予想される場合に、

携帯電話・スマートフォンにお知らせします。登録をお願いいたします。

需給ひっ迫 お知らせサ ビス」

〔携帯電話〕右のＱＲコードまたはhttp://mail.setsuden.go.jpにアクセス

〔スマートフォン〕App StoreまたはGoogle Playにアクセスし、“節電アクション”で検索

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※A St は 米国およびその他の国々で登録されたA l I の商標または登録商標です※App Storeは、米国およびその他の国々で登録されたApple Inc.の商標または登録商標です。
※Google、Google Playは、Google Inc.の商標または登録商標です。
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まとめまとめ

地球温暖化メカニズムと影響の科学は発展段階。

一方、地球温暖化防止対策に取り組まなければならないという世
界的なコンセンサスは確立している。取組みは強化の方向へ。

温暖化問題は南北問題がハードルとなっている温暖化問題は南北問題がハ ドルとなっている。

国、部門、人、すべてのレベルでの参加が重要。世界全体・全員
で長期にわたり取り組むべき課題。

地球温暖化対策は、経済性、エネルギー安定供給性、安全性を考
慮し、様々な対策を総合的かつ長期間に渡って実施する必要があ
る。それぞれのエネルギー源には強みと弱みがある。これをバラる。それぞれのエネルギ 源には強みと弱みがある。これをバラ
ンスよく組み合わせるベストミックスは不可欠。

日本国内では、エネルギー使用総量が重要であったが、東日本大
震災以降は エネルギ を使う「時間帯 も重要であるとの認識震災以降は、エネルギーを使う「時間帯」も重要であるとの認識。

日本では2030年の温室効果ガス削減目標を策定。特に家庭部門で
の努力に期待。の努力に期待。
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日本エネルギー経済研究所は、日本エネルギー経済研究所は、
本年本年66月に創立月に創立5050周年を迎えます。周年を迎えます。

日本エネルギー経済研究所のウェブサイトでは、
最先端のエネルギー・環境関連の

究成 部を 無料 ます

米ペンシルバニア大学が毎年発表する
「世界シンクタンクランキング2015」
（2016年1月発表）の エネルギー部門において

研究成果の一部を 無料公開 しています。

賛助企業・団体以外の方を
対象とした

情報会員制度(有料サービス)

（ 年 月発表） ネルギ 部門 お

日本エネルギー経済研究所は世界第1位に

選ばれました。アジア地区では 2年連続で第1位の評価。

調査開始以来、研究分野ごとの世界ランキングの中で、 情報会員制度(有料サ ビス) 

も用意しています

（会員限定の充実した

情報にアクセスできます）。

調査開始以来、研究分野ごとの世界ランキングの中で、
欧米以外の研究機関がトップになったのは初めて。
（2014年版では、世界で第3位・アジアで第1位）。
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